
正規職員のみを対象とする扶養手当・住宅手当を廃止し、子ども手当・住宅補助手当等を新設したことに伴う不利益変更は合理性が認められ有効
（社会福祉法人恩賜財団済生会事件　山口地裁　令5.5.24判決）
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●いったん配転に同意した社員が家庭の事情で撤回を申し出てきた場合、予定どおり配転させられるか
●就業規則変更に際し、労働組合から反対意見や意見書の提出拒否があった場合、不利益変更の問題は生じるか
●風俗店での副業を禁止し、違反者を懲戒処分することは可能か
●虚偽のセクハラ被害を訴える社員を懲戒処分することは可能か
●ハラスメント被害者から社内調査や加害者の処罰を希望しない旨の申し出があった場合、どう対応すべきか
●企業不祥事の対応をしていた社員がうつ病を発症した場合、会社は責任を問われるか
●メンタルヘルス不調で休職を命じた社員を独身寮から退去させ、両親の住む自宅へ転居させることは可能か
●労使協定を締結していた労働組合が過半数割れとなった場合、どう対応すべきか
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